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2013年度政府予算編成に関する要請書

　日ごろから、貴職におかれましては、厚生労働行政の推進に日夜ご尽力されていることに対し心より敬意を表します。

　少子・高齢化、生産年齢人口の減少が進む我が国の社会保障制度改革は、「待ったなし」の局面を迎え、現在そのための社会保障・税一体改革のための作業が進められています。

　また、震災による被災地被災者の生活再建、福島第一原子力発電所の事故に起因する問題解決にむけ、増大する財政需要への支援措置を講じることが必要です。

　つきましては、2013年度の予算編成にあたり、課題解決にむけた予算の策定がはかられるよう、以下の通り要請します。

（◎が重点課題）

記

1.　社会保障の拡充強化について

◎(１)　社会保障・税一体改革で残された課題となっている高齢者医療制度改革と短時間労働者の社会保険の更なる適用拡大にむけて、検討を進めること。また、社会保障四経費の対象となっていない、貧困・格差対策についても、安定財源を確保すること。

　(２)　年金、雇用問題、最低生活保障など、正しい社会保障制度の理解を深めるための広報・社会教育活動を強化すること。

2.　社会福祉施策の充実について

◎(１)　生活困窮者対策については、「第２のセーフティネット」の改善を基本とし、「求職者支援制度」の保障水準の引き上げと受給要件の緩和等、居住の場の確保にむけた「住宅手当」などの継続等などにより、生活保護に至らない施策を強化すること。

◎(２)　生活保護制度の基準の切り下げは、被保護者の最低保障生活を損なう上に、低所得者に対する各種の社会保険料や社会保障制度の自己負担の引き上げなどにも波及することから、行わないこと。また、適切な生活保護現業員の配置と就労支援体制を強化すること。

　(３)　「子ども・子育て支援」は、地域のニーズとすべての子どもの利用を保障するための市町村の役割と責務を明確にするとともに、市町村の実施体制のための財源を確保すること。

　(４)　保育所、認定こども園、放課後児童クラブの環境改善に向けて、最低基準の改善などを行うこと。

　(５)　2012年度介護報酬改定にともなうサービスの提供および介護職員の処遇状況を検証し必要な改善策を講じること。

3.　保健・医療施策の充実について

◎(１)　医師不足解消、とりわけ医師の地域偏在解消にむけ、医師の適正配置の仕組みを構築すること。

◎(２)　看護職員確保のため、夜勤・交代制勤務の環境などの長時間労働職場の環境改善、ＩＬＯ第149号看護職員条約等の批准、診療報酬における月平均夜勤時間数を64時間以内とすること。

　(３)　国民の生命に直結する健康危機管理の発生に対応するために、自治体および保健所における医師や行政保健師等職員の確保・育成にむけた財源確保を行うこと。

　(４)　強毒性インフルエンザなどの感染症対策の強化や、東日本大震災等をはじめとする自然災害対策の強化にむけて、人材確保をはじめとした体制を強化すること。

4.　水道事業関連について

　(１)　全世界で水への関心が高まるなかで、表面水や地下水を含むすべての水を公共財と位置づけ、流域を単位で統合的な管理を行うことにより、健全な水循環と水環境を実現するため「水循環基本法」を制定すること。また、外国籍企業等が各地で水源となる森林を買収する動きが活発化しているが、必要な規制を実施し、監視などに必要な予算を確保すること。あわせて、水源のかん養や水源水質の汚濁防止に取り組むための予算を確保すること。

　(２)　東日本大震災の経験を踏まえ、今後発生が想定される広域災害で、とくに東海・東南海・南海地震対策等について、必要な予算を確保すること。

　(３)　福島県内の原発事故被害区域や東北を中心とした津波被害区域について、東日本大震災後に、住民が避難しその影響による経営状況が悪化した事業体等に対して、適切な財政措置を実施し、継続した事業運営が出来るようにすること。

5.　労政行政・労働委員会関連について

　(１)　厚生労働省として、労働教育施策の現状と今後の方向性を明らかにするとともに、都道府県と都道府県労働局とで、労働教育施策運営会議（仮称）を設置するなど、具体的な連携策を講じること。

　　　　また、労働教育施策を積極的に実施する都道府県に対しては、財政面での支援に加え、講師派遣・国委託事業化・テキスト配布などの支援制度の創設・拡充をはかること。

　(２)　自治体の実施する関係情報の提供、相談、あっせん等の事業に対して、財政支出を含めた支援を行うこと。

6.　職業訓練協議会関連について

　(１)　東日本大震災からの復興における職業能力開発行政の役割の重要性を鑑み、被災した地方自治体からの要望に対し、早急かつ柔軟に対応すること。

　(２)　高等学校無償化法による授業料の無料化に準じて、 都道府県の行う公共職業訓練を受講する新規中卒者に対しても、訓練受講の経費を免除するよう予算措置すること。また、本年６月12日に政府の「雇用戦略対話」において、「若年雇用戦略」が合意されたが、「若年雇用戦略」には、「就業意欲のある高校中退者や中卒者の職業訓練の機会を確保できるよう、職業能力開発施設での学卒者訓練の受講支援を行う。」としていることから、具体的な支援内容を明らかにすること。

　(３)　都道府県が実施する公共職業能力開発施設においてジョブ・カード制度を推進することとなっているが、ジョブ・カードを発行する業務が付加されることにより、訓練指導員の本来業務に支障をきたすことのないよう対応すること。また、公共職業能力開発施設において制度を運用するにあたり、個人情報の取り扱いについて対応に苦慮することのないよう、必要な施策・予算措置等をすること。

7.　福島第一原子力発電所の事故関連対策の強化について

　(１)　福島第一原子力発電所の事故により、福島県の医療体制や人材確保が危機的な状況にあることから、支援措置を強化・拡充すること。

以　　上　　

＜以下、個別課題の要請＞

1.　現業職場関係

【社会福祉施設】

◎(１)　介護予防事業における『栄養改善マニュアル』では、専門調理師資格を有する自治体現業職員を積極的に活用し得るマニュアル追記を行い、同時にその「人財」活用のための予算措置も講ずること。

　(２)　安心生活創造事業では、『個人情報保護の配慮による新たな対象者の把握』と『継続的かつ安定的な自主財源確保』の２点が大きな課題となっている。これらを解決するためには、行政担当者の要員（増員）確保や自主財源確保ができている市町村の成功事例マニュアル作成など、現場がスムーズに事業展開がはかれるための予算措置を講ずること。

【保　育】

◎(１)　保育所の調理室は、乳幼児期の子どもに一番近いところでの「食の提供」を含めて日々多様化する個々の子どもに適切かつ迅速に対応するため、重要な施設である。必置はもとより施設設備および地域の実状に対応できる研修なども含めた保育関係予算を確保すること。

　(２)　アレルギー対応などの個別対応や衛生管理の厳重化、食育の実施など「子どもの食」に関わる業務が拡大する一方、長年にわたり配置基準の見直しが行われていないため、多くの現場では業務が過重となっている。いま必要とされる保育所給食のあり方に十分に対応できる新たな配置基準を示すこと。

　(３)　食育推進計画で示されている「食育」について、地域の子育て関連施設の連携により地域住民を支える機能を確実に実効性あるものとするためにも、専門調理師および食育推進員制度の活用を推進すること。あわせてこれらに関わる研修機会の充実と周知に努めること。

【病　院】

◎(１)　公立病院が災害時に突然の停電に備えるため、消防法に合致した非常用発電機の燃料備蓄施設、非常電源としてのソーラー発電・風力発電・水力発電等を設置する場合に補助金を出す制度を整備し、そのための予算を確保すること。

2.　公営企業関連

　(１)　2013年度予算編成について

　　　　2013年度予算要求の概要と重点項目を明らかにすること。とくに東日本大震災復興関連予算について特徴的事項を示すこと。

　(２)　国の予算編成について

　　　①　危機管理・災害対策等を早急にはかるため、国庫補助基準の緩和および補助率の拡充をはかること。

　　　②　2017年までに簡易水道を統合するように示されているが、簡易水道を統合した上水道について、統合前の簡易水道と同様に国庫補助制度を適用すること。また、簡易水道統合の資産等の調査に関わる経費についても補助対象制度を適用できるように拡大すること。

　　　③　水道事業における一括交付金制度について、実施時期や方針について明らかにすること。

　　　④　河川を横断する管路施設については、これまで河川の増水時を考慮し、橋梁構造物の下流側に設置されていたが、東日本大震災では、河川を遡上する津波により被害が多く発生したことから、今後は地中化による横断や桁内部への添架等の検討を進め、必要財源について予算措置をすること。

　　　⑤　水質事故防止対策をはかるための必要な財政措置をとること。

　(３)　水道事業政策の考え方について

　　　①　「新水道ビジョン策定検討会」の中間とりまとめが出されるが、水道の運営には公の関わりを必ず確保すること。

　　　②　広域的な災害等への支援対応について、手配に時間を要する資機材を速やかに確保するため、資機材の在庫管理も含めて備蓄できる機能を国が中心となって構築すること。また、自治体間・友好都市および姉妹都市間の支援協定と都道府県などの支援協定について、災害時に適切に機能するように国が必要な考え方を示すこと。

　　　③　新成長戦略としての水道事業体の海外展開について、リスク管理等国の責務を明確化すること。

3.　労政行政・労働委員会関連

　(１)　労政行政の推進について

　　　①　厚生労働省の労政行政推進方針を明らかにし、各都道府県の労政行政施策の充実・強化をはかるため、都道府県知事に対し、地方における労政行政の拡充を強く求めること。

　　　　　また、全国労働情勢シンポジウムや労使関係総合調査地区別ブロック会議のほか、中央および地方の労働情勢について意見交換する場として、労使関係担当参事官室・地方労働局と都道府県労政主管課との定期的な連絡会議を設置し、労政行政施策運営にかかる意思疎通をはかること。

　　　②　労使関係等総合調査にかかる2013年度予算要求状況を明らかにすること。委託契約額を超えて都道府県が負担している経費については、実費を支給すること。職員による現場調査の意義を認め、労働組合基礎調査のオンライン化を強制しないこと。また、労働組合実態調査の体系および項目見直しの進捗状況について明らかにすること。　

　　　③　都道府県委託事業としての「賃上げ・一時金調査」を復活させること。また、必要な予算措置を2013年度予算要求のなかで財務省に対して求めること。

　　　④　労働組合等に対する支援や「労働者代表制」に対する、現在の国の考え方と具体施策の内容、都道府県の役割について、その指針を示すこと。

　(２)　都道府県が実施する労働相談・労働教育事業に対する支援強化等について

　　　①　高校生や大学生に対する労働教育について、各都道府県の労働行政と教育行政とが連携して推進できるよう、文部科学省への働きかけなど、国として支援を行うこと。

　　　②　メンタルヘルス不調の増加につながるパワー・ハラスメントや解雇・退職勧奨などの紛争予防につながる事業を、都道府県等と連携して実施すること。

　　　③　地方労働局における個別労働紛争の内容・水準について全国的な分析を継続して行うこと。

　　　④　地方労働局と自治体の実施する労働相談・あっせんの連携を強化すること。

　　　⑤　地方労働局総合労働相談員の募集にあたっては、労働組合役員経験者など、労働側代表者の枠を設けること。

　(３)　地方公務員制度改革と労働委員会の充実について

　　　　地方公務員において自律的労使関係が導入された場合、新たに、非現業地方公務員が不当労働行為や仲裁裁定の対象となることから、各都道府県労働委員会に対して、体制の強化・充実を働きかけるとともに、厚生労働省として必要な支援を行うこと。

4.　職業訓練協議会関連

　(１)　「求職者支援制度」は、労働者が生活保護に陥る前のセーフティネットとして重要な制度であることに鑑み、制度のより一層の充実に取り組むこと。また、事業運営について、都道府県の公共職業能力開発施設の事務処理が煩雑になっている。ついては、事務処理が円滑に行えるよう必要な措置をすること。

　(２)①　都道府県の公共職業能力開発施設の運営経費は、職業能力開発促進法に国の財政措置が明記されており、事業交付金、設備整備補助金の一般財源化にあたっては税源移譲を確実に実施すること。

　　　②　都道府県の公共職業能力開発施設の運営費について、技術革新に対応できる良質な職業訓練を行えるよう大幅に増額すること。

　(３)　都道府県における離転職者訓練の拡充と新規事業に対して、積極的な予算措置を行うこと。また、都道府県で実施する委託訓練の規模増に対して、実施体制が確立できる予算を確保すること。

　(４)　発達障がい者訓練をはじめとする障がい者の一般校受け入れ事業については、都道府県の要望を踏まえ、適切に予算を措置すること。

　　　　また、障がい者の受け入れ事業のために必要な研修を定期的かつ長期的に実施すること。

　(５)　平成22年４月28日付「都道府県又は市町村が設置する公共職業能力開発校の管理運営について」の通知により、公共職業訓練施設の管理運営に指定管理者制度の導入が可能とされたが、すべての都道府県で良質な職業訓練を実施できるように措置を講ずること。

　(６)　「地方分権改革推進計画」および「地域主権大綱」による職業能力開発促進法の「義務付け・枠付けの見直し」については、雇用のセーフティネットとしての公共職業の役割を踏まえ、すべての都道府県で良質な職業訓練が実施できるよう必要な措置を講ずること。

　(７)　高齢・障害・求職者支援機構の行っている職業能力開発業務について、都道府県の行っている職業訓練行政と二重行政とならないようにすること。

　(８)　公共能力開発施設と専修学校等との調整等について、都道府県に対し求めないこと。

　(９)　引き続き、誠意を持って自治労・全国職業訓練協議会と施策協議を行うこと。

5.　学校事務関連

　(１)　児童手当による学校給食費等の徴収について

　　　　児童手当法の一部を改正する法律の施行にともなう給食費等の徴収については、保護者と学校、教育委員会事務局、児童手当担当部門の間で煩雑な事務が生じることが予測される。

　　　　また、児童手当支給時期の関係から食材提供業者等への支払いに混乱を生じるなど検討すべき課題が多くある。

　　　　さらに、給食費を含めた学校徴収金が私費会計として処理されている場合には、法的根拠や責任の所在が極めて不明確となっている。

　　　　以上のことから、学校給食費については公会計処理を前提とし、すべての児童生徒を対象とする児童手当からの自動徴収や、自治体における事務負担の軽減について、改善をはかること。

6.　社会保険行政関係

◎(１)　「社会保障・税一体改革」における年金制度・健康保険制度改正にあたっては、実務段階で齟齬や問題が生じることのないよう、業務運営組織である日本年金機構ならびに全国健康保険協会と十分な連携をはかるとともに、必要な体制確立等に要する予算（事業運営交付金等）を十分に確保すること。

　(２)　制度改革の目的に沿った政策効果を発揮するためには、年金・健康保険制度における被保険者や受給者、事業主等の理解が必要であり、政府として、制度改正に関する周知・広報を行うとともに必要な予算を確保すること。あわせて年金教育の事業拡充のための予算を確保すること。

　(３)　公的年金制度の安定的な運営と将来にわたる年金制度への信頼確保のため、基礎年金国庫負担金（２分の１）の財源を確立すること。

◎(４)　主に、中小零細企業で働く労働者の生活を支える全国健康保険協会の安定的な運営をはかり、被保険者の負担増を抑えるため、国庫補助率を現行16.4％から上限の20.0％まで引き上げること。

◎(５)　日本年金機構の職種別定員数や組織体制等を定めている「日本年金機構の当面の業務運営に関する基本計画（2008年７月29日閣議決定）」について抜本的な見直しを行い、施策に必要な人員・体制の確保をはかること。

◎(６)　「歳入庁」の創設に関する検討にあたっては、年金・健康保険制度の円滑な運営と国民の利便性確保、確実な権利保護に資するよう、税と社会保険料の性格の相違や実務の実態なども踏まえ、多角的かつ精緻な検討を十分に行うとともに当該関係者の意見を聞き慎重に対応すること。

◎(７)　元社会保険庁職員の分限免職回避努力として厚生労働省「非常勤職員」として採用された職員の2013年４月以降の「雇用の場」の確保にむけ、必要な対策を講じること。また、いまだ雇用未確定の者に対して実効ある再就職支援対策を講じること。

　(８)　専門的かつ複雑な年金制度・健康保険制度の実務運営にあたる人材の確保や職員の意欲向上に資するよう、日本年金機構ならびに全国健康保険協会における職員・契約職員の処遇改善に必要な経費を確保すること。

　(９)　年金・健康保険業務の確実・安定的な運営をはかる観点から、地方厚生局および地方厚生局都道府県事務所における年金・医療保険関連部署の人員体制の拡充、超過勤務縮減など職員の健康管理対策に必要となる予算を確保すること。

7.　職業安定行政関係

　(１)　職業安定行政・ハローワークについては、職業紹介および雇用対策（事業主指導）と失業給付の密接な連携の重要性やＩＬＯ第88号条約（職業安定行政組織の構成に関する条約）を踏まえるとともに、すべての労使にとって公平・公正なセーフティネットを維持する観点から、無料紹介事業を行う国による全国セーフティネット組織としての現行制度を維持すること。

◎(２)　「アクションプランを実現するための提案（公共職業安定所）」により実施されている、国と地方自治体との協同連携による就労支援・生活支援を含めた「一体的運営」について、求職者・利用者にとって効率的・効果的な業務運営をはかるとともに行政の効率性を踏まえた運営を行うこと。また、2012年10月から埼玉・佐賀両県で予定されている「ハローワーク特区」の実施にあたっては、「アクションプランの枠内」での実施とし、サービス低下や実務面での混乱が生じないよう、当該ハローワーク職員の意見や現場の実態も踏まえて十分な検討を重ねた上での実施とすること。

　(３)　地域の雇用対策の中心的役割を担うハローワークの体制を確立し、丁寧で質の高い国民サービスを提供するためにも、国家公務員の定員削減措置や新規採用者抑制措置を見直し、行政需要に十分に対応できるマンパワーの確保と事業実施に必要な予算確保を行うこと。

8.　国民健康保険行政関係

　(１)　国民健康保険制度をはじめとした医療、介護、福祉各制度の安定した運営のため、国保連合会に対する必要な予算を確保すること。

　　　①　レセプト審査の充実強化対策にむけた、適切な予算の確保をすること。また、審査事務のあり方は、医療保険制度全体のなかに位置づけて議論を行うこと。

　　　②　国保の安定的運営と保険者機能の強化に繋がるよう、国保連合会共同事業の拡充にむけた必要な財源を確保すること。

　　　③　後期高齢者医療制度に関連する業務が円滑に運営されるよう、必要な予算を確保すること。

　　　④　保健事業等の共同実施、高齢者医療制度の運営に関する関係者間の連絡調整等をはじめとする、保険者協議会での活動の推進、運営にかかる必要な経費を確保すること。

　　　⑤　特定健診・保健指導の実施にかかる保険者支援のために、必要な経費を確保すること。

　　　⑥　介護給付費の審査支払業務および適正化事業等の円滑な実施のために、必要な経費の確保をはかること。

　　　⑦　「障害者自立支援」給付費支払業務の円滑な実施のために、必要な経費の確保をはかること。

9.　大都市民生行政関係

　(１)　都市部での保育所入所待機児童の解消にむけ、緊急に基盤整備のための財政措置を講じること。

　(２)　住居喪失者に対応できるような緊急一時保護センターおよび自立支援センターを各政令都市に設置できるように財源を措置すること。

以　　上

－ 1 －


